様式第１号（第４条関係）１枚目

下田市建設業関連業務競争参加資格審査申請書

令和７・８年度において下田市で行われる建設業関連業務の委託契約に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

令和　　年　　月　　日

下田市長　松木　正一郎　殿
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注意事項
※１　「測量業務」における「測量一般」、「地図の調整」、及び「航空測量」を希望する方は、測量法第55条の登録がなければ希望することはできません。
※２　「建築関係建設コンサルタント業務」における「建築一般」を希望する方は、建築士法第23条の登録がなければ希望することはできません。
※３　「補償関係コンサルタント業務」における「不動産鑑定」を希望する方は、不動産の鑑定評価に関する法律22条に関する登録がなければ希望することはできません。
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記載要領

　１　本表は希望する業種の各別に作成すること。

　２　本表は、直前２年間の、主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

　３　下請けについては、「注文主」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。

　４　「業務内容等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。

　５　本書の要求している内容のわかるものであれば、他の様式可。
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　１　本表は土木、建築、設備又は職種の各別に作成すること。
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　５　本書の要求している内容のわかるものであれば、他の様式可。
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記載要領

　１「１資格の種類」の欄には該当する資格の番号を○で囲み、許可を受けた番号（受付番号）を記入する。

　２　添付書類

　　ア　法人商号又は名称、住所及び代表者の氏名に係る変更の場合は、商業登記簿謄本（又は抄本）の写し。

　　イ　個人の氏名及び住所に係る変更の場合は、氏名については戸籍謄本（又は抄本）の写し、住所については住民票の写し。

　　ウ　許可、登録に係る変更の場合は、許可、登録等の証明の写し。

　　エ　契約に関する権限の委任に関する変更の場合は委任状。

　　なお、これら以外の変更届事項に関する添付書類は不要とする。

　３　本書で要求している内容のわかるものであれば、他の様式可。
